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横浜市長

＜代表企業＞

所在地　　

商号又は名称　
代表者氏名　
担当者職氏名　
電話・ＦＡＸ　
電子メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　
横浜市緑区十日市場町周辺地域における

持続可能な住宅地モデルプロジェクト 応募に関わる資格確認書
　私は、持続可能な住宅地モデルプロジェクトの提案をするにあたり、次の資格要件を確認し記載内容に相違ないことを誓約いたします。

　万が一、記載に相違があった場合は、提案に関わる応募者の資格を取り消されることについて異議申立ていたしません。
	項目
	資格要件
	チェック欄

	「代表企業」に関わること
	代表企業は、公募要項に定める事業実施に必要な経費を確実に支払う資力・信用力があるか。
	□

	
	代表企業は、次の３つの条件を原則として全て満たす者又は同等と認められる者か。

１）純資産10億円以上　２）設立後５年以上経過
３）直近３か年の決算において経常損失を出していないこと
	□

	
	代表企業は、土地売買契約（本契約）締結時に土地代金の全部又は即納金として土地売買代金の５割以上を納付することが可能であるか。
	□

	「応募者」及び「協力者」に関わること
	応募者及び協力者は、環境未来都市横浜の趣旨・目的に沿った開発構想を有する者であるか。
	□

	
	応募者及び協力者は、本公募要項及び関係法令を遵守できる者であるか。
	□

	
	応募者及び協力者は、地方自治法施行令第167条の４の規定（一般競争入札の参加者の資格を有しない者）に該当していないか。
	□

	
	応募者及び協力者は、横浜市一般競争参加停止及び指名停止要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていないか。ただし、１か月以内の停止期間は除く。
	□

	
	応募者は、横浜市有資格者名簿に登録を行っているか。
	□

	
	設計を担う企業が建築士法第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っているか。
	□


※上記、資格要件確認の基準日は、提案書の提出最終日である平成27年5月29日（金）とする。

	項目
	資格要件
	チェック欄

	「応募者」及び「協力者」に関わること
	施工を担う企業が建設業法に係る特定建設業の許可を受けているか。
	□

	
	応募者及び協力者のいずれかが、宅地建物取引業法第３条に規定する免許を有しているか。
	□

	
	応募者及び協力者は、横浜市暴力団排除条例第２条第２号から第５号までに規定する暴力団、暴力団員等、暴力団経営支配法人等、同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法人その他の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。）又は神奈川県暴力団排除条例第23条（利益供与等の禁止）第１項若しくは第２項に違反している事実がある者でないか。
	□

	
	応募者及び協力者は、無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律第８条第１項各号に該当する団体、その役職員及び構成員でない者でないか。
	□

	
	応募者及び協力者は、会社更生法、破産法、若しくは民事再生法の適用を受けていない者又は商法により特別清算若しくは会社整理を行っていない者ではないか。
	□

	
	応募者及び協力者は、国税及び市税の滞納がない者でないか。
	□

	
	応募者及び協力者は、審査委員が在籍する企業又はその企業の子会社ではないか。
	□

	
	「応募者」及び「協力者」のいずれかに、横浜市有資格者名簿に登録されている市内企業1者以上を含まれているか。
	□

	
	応募者のいずれかが、他の応募者の構成員として重複参加していないか。（協力者は重複してもよい）
	□

	
	応募者及び協力者は、横浜市が必要と認めた場合以外で、事業予定者決定前に事業者選定委員会委員、横浜市及び横浜市住宅供給公社の関係職員と接触していないか。
	□

	　全部チェックしたことを確認しましたか。
	□


※上記、資格要件確認の基準日は、提案書の提出最終日である平成27年5月29日（金）とする。
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